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ときは、減床後の利用者数等の延数を延日数で除して得た数と また、減床の場合には、減床後の実績が三月以上あるときは、

する。ただし、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密 減床後の利用者数等の延数を延日数で除して得た数とする。た

着型介護老人福祉施設入所者生活介護については、これらによ だし、地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域密着型介護

り難い合理的な理由がある場合には、他の適切な方法により利 老人福祉施設入所者生活介護については、これらにより難い合

用者数を推定するものとする。 理的な理由がある場合には、他の適切な方法により利用者数を

なお、小規模多機能型居宅介護に係る指定の申請時において 推定するものとする。

通いサービスを行うために確保すべき小規模多機能型居宅介護 なお、小規模多機能型居宅介護又は複合型サービスに係る指

従業者の員数は、基本的には通いサービスの利用定員の九十％ 定の申請時において通いサービスを行うために確保すべき小規

を基に算定すべきであるが、小規模多機能型居宅介護のサービ 模多機能型居宅介護従業者又は複合型サービス従業者の員数は、

ス内容や報酬に照らして定員相当の利用者が集まるまでに時間 基本的には通いサービスの利用定員の九十％を基に算定すべき

を要することも考慮し、当面、新設の時点から六月未満の間は、 であるが、小規模多機能型居宅介護又は複合型サービスのサー

通いサービスの利用定員の五十％の範囲内で、指定の際に事業 ビス内容や報酬に照らして定員相当の利用者が集まるまでに時

者からあらかじめ届け出られた利用者見込数を前提に算定する 間を要することも考慮し、当面、新設の時点から六月未満の間

こととして差し支えない。この場合において、届け出られた利 は、通いサービスの利用定員の五十％の範囲内で、指定の際に

用者見込数を超える状況となれば、事業者は届出内容を変更す 事業者からあらかじめ届け出られた利用者見込数を前提に算定

る必要がある。 することとして差し支えない。この場合において、届け出られ

た利用者見込数を超える状況となれば、事業者は届出内容を変

更する必要がある

３ （略） ３ （略）

第三 地域密着型サービス 第三 地域密着型サービス

一 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

１ 基本方針

⑴ 基本方針（基準第三条の二）

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、定期的な巡回又は

随時通報によりその者の居宅を訪問し、その利用者が尊厳を保持

し、可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立し

た日常生活を営むことができるよう、入浴、排せつ、食事等の介

護、日常生活上の緊急時の対応その他の安心してその居宅におい

て生活を送ることができるようにするための援助を行い、その療

養生活を支援し、心身の機能の維持回復を目指すものである。

⑵ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護（基準第三条の三）

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、定期巡回サービス、

随時対応サービス及び随時訪問サービス並びに訪問看護サービス

を適宜適切に組み合わせて、利用者にとって必要なサービスを必

要なタイミングで提供し、総合的に利用者の在宅生活の継続を支
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援するものである。

① 定期巡回サービスについて、「定期的」とは原則として一日

複数回の訪問を行うことを想定しているが、訪問回数及び訪問

時間等については適切なアセスメント及びマネジメントに基づ

き、利用者との合意の下に決定されるべきものであり、利用者

の心身の状況等に応じて訪問を行わない日があることを必ずし

も妨げるものではないこと。また、訪問時間については短時間

に限らず、必要なケアの内容に応じ柔軟に設定すること。

② 随時対応サービスについては、利用者のみならず利用者の家

族等からの在宅介護における相談等にも適切に対応すること。

また、随時の訪問の必要性が同一時間帯に頻回に生じる場合に

は、利用者の心身の状況を適切に把握し、定期巡回サービスに

組み替える等の対応を行うこと。なお、通報の内容によっては、

必要に応じて看護師等からの助言を得る等、利用者の生活に支

障がないよう努めること。

③ 随時訪問サービスについては、随時の通報があってから、概

ね三十分以内の間に駆けつけられるような体制確保に努めるこ

と。なお、同時に複数の利用者に対して随時の訪問の必要性が

生じた場合の対応方法についてあらかじめ定めておくとともに、

適切なアセスメントの結果に基づき緊急性の高い利用者を優先

して訪問する場合があり得ること等について、利用者に対する

説明を行う等あらかじめサービス内容について理解を得ること。

④ 訪問看護サービスについては、医師の指示に基づき実施され

るものであり、全ての利用者が対象となるものではないこと。

また、訪問看護サービスには定期的に行うもの及び随時行うも

ののいずれも含まれること。

⑤ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が指定訪問介

護、指定訪問看護及び指定夜間対応型訪問介護に係る指定を併

せて受けることは差し支えない。

⑥ 一の指定定期巡回･随時対応型訪問介護看護事業所は一の事

務所であることが原則であるが、地域の実情に応じて、第二の

１に規定する一体的なサービス提供の単位として、本体となる

事務所と別の事務所（以下この号において「サテライト拠点」

という。）を併せて指定を行うことは差し支えない。例えば事

業の実施圏域が広範にわたる場合に、定期巡回サービスや随時
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訪問サービスについて、利用者のニーズに即応できる体制を確

保し、より効率的に行うため、本体となる事務所との緊密な連

携を確保した上で、定期巡回サービス及び随時訪問サービスを

行うサテライト拠点を置くことが想定されるものである。また、

隣接する複数の市町村で一の事業所がそれぞれの市町村から指

定を受ける場合においては、一の市町村に随時対応サービスを

行う拠点がある場合は、別の市町村の区域内に随時対応サービ

スを行う拠点がないことは差し支えないものである。

２ 人員に関する基準

⑴ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の員数（基準第三条

の四）

① オペレーター

イ オペレーターは看護師、介護福祉士、医師、保健師、准看

護師、社会福祉士又は介護支援専門員でなければならない。

ただし、当該オペレーターがオペレーターとして勤務する時

間以外の時間帯において、当該オペレーター又は指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業所の看護師等との緊密な連

携を確保することにより、利用者からの通報に適切に対応で

きると認められる場合は、サービス提供責任者として三年以

上従事した者をオペレーターとして充てることができること

としている。この場合、「三年以上従事」とは単なる介護等

の業務に従事した期間を含まず、サービス提供責任者として

任用されていた期間を通算したものであること。

ロ オペレーターは提供時間帯を通じて一以上配置している必

要があるが、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

に常駐している必要はなく、定期巡回サービスを行う訪問介

護員等に同行し、地域を巡回しながら利用者からの通報に対

応することも差し支えない。また、サテライト拠点を有する

指定定期巡回･随時対応型訪問介護看護事業所においては、

本体となる事務所及びサテライト拠点のいずれかにおいて常

時一以上のオペレーターが配置されていれば基準を満たすも

のである。なお、サービス利用の状況や利用者数及び業務量

を考慮し適切な員数の人員を確保するものとする。

ハ オペレーターは、原則として利用者からの通報を受ける業

務に専従する必要があるが、利用者の処遇に支障がない場合
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は、定期巡回サービス及び訪問看護サービス並びに同一敷地

内の指定訪問介護事業所、指定訪問看護事業所並びに指定夜

間対応型訪問介護事業所の職務に従事することができること。

なお、当該オペレーターが、定期巡回サービスに従事してい

る等、利用者の居宅においてサービスの提供を行っていると

きであっても、当該オペレーターが利用者からの通報を受け

ることができる体制を確保している場合は、当該時間帯にお

けるオペレーターの配置要件を併せて満たすものであること。

また、利用者以外の者からの通報を受け付ける業務に従事す

ることができることとしているが、これは、例えば、市町村

が地域支援事業の任意事業において、家庭内の事故等による

通報に、夜間を含めた三百六十五日二十四時間の随時対応が

できる体制を整備する事業を行っている場合、その通報を受

信するセンターと指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業所の設備の共用が可能であり、オペレーターは、この市町

村が行う事業の受信センター職員が行う業務に従事すること

ができるということである。

ニ オペレーターのうち一名以上は、常勤の看護師、介護福祉

士、医師、保健師、准看護師、社会福祉士又は介護支援専門

員でなければならないとしているが、同一敷地内の指定訪問

介護事業所及び指定訪問看護事業所並びに指定夜間対応型訪

問介護事業所の職務については、オペレーターと同時並行的

に行われることが差し支えないと考えられるため、これらの

職務に従事していた場合も、常勤の職員として取り扱うこと

ができること。

ホ 午後六時から午前八時までの時間帯については、オペレー

ターは、随時訪問サービスを行う訪問介護員等として従事す

ることができることとしており、当該時間帯において勤務す

る定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者が、当該オペレ

ーター一人である場合もあり得るが、利用者の処遇に支障が

ないよう、他の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者と

の密接な連携に努めること。

ヘ 午後六時から午前八時までの時間帯については、基準第三

条の四第五項各号に掲げる施設等に併設する指定定期巡回･

随時対応型訪問介護看護事業所において、当該施設等の夜勤
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職員（イの要件を満たす職員に限る。）をオペレーターとし

て充てることができることとしていること。また、当該オペ

レーターの業務を行う時間帯について、当該施設等に勤務し

ているものとして取扱うことができること。ただし、当該夜

勤職員が定期巡回サービス、随時訪問サービス又は訪問看護

サービスに従事する場合は、当該勤務時間を当該施設等の勤

務時間には算入できない（オペレーターの配置についての考

え方についてはハと同様）ため、当該施設等における最低基

準（当該夜勤を行うことが介護報酬における加算の評価対象

となっている場合は、当該加算要件）を超えて配置している

職員に限られることに留意すること。

② 定期巡回サービスを行う訪問介護員等

定期巡回サービスを行う訪問介護員等の員数については、必

要な数としているが、サービス利用の状況や利用者数及び業務

量を考慮し適切な員数の人員を確保するものとする。

③ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等

イ 随時訪問サービスを行う訪問介護員等は当該職務に専従し、

かつ、提供時間帯を通じて一以上配置している必要があるが、

定期巡回サービス及び同一敷地内の指定訪問介護事業所並び

に指定夜間対応型訪問介護事業所の職務に従事することがで

きることとしているほか、午後六時から午前八時までの間は

オペレーターが当該業務に従事することも差し支えないこと。

また、サテライト拠点を有する指定定期巡回･随時対応型訪

問介護看護事業所においては、本体となる事務所及びサテラ

イト拠点のいずれかにおいて、事業所として必要とされる随

時訪問サービスを行う訪問介護員等が配置されていれば基準

を満たすものである。なお、サービス利用の状況や利用者数

及び業務量を考慮し適切な員数の人員を確保するものとする。

ロ 定期巡回サービス又は随時訪問サービスを行う訪問介護員

等の業務は、基本的には看護師が行うことはできないが、「介

護員養成研修の取扱細則について」（平成十八年六月二十日

老振発第○六二○○○一号厚生労働省老健局振興課長通知）

の取扱いのとおり、介護員養成研修の実施主体である各都道

府県の判断により、看護師の資格を有していることをもって

訪問介護員等として認める取扱いとしても差し支えない。な
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お、看護師の資格を有する者を訪問介護員等として雇用する

場合は、訪問介護員等として雇用されているため、保健師助

産師看護師法に規定されている診療の補助及び療養上の世話

の業務（社会福祉士及び介護福祉士法（昭和六十二年法律第

三十号）の規定に基づく、自らの事業又はその一環として、

たんの吸引等（口腔内の喀痰吸引、鼻腔内の喀痰吸引、気管

カニューレ内の喀痰吸引、胃ろう又は腸ろうによる経管栄養

又は経鼻経管栄養をいう。以下同じ。）の業務を行うための

登録を受けている事業所において実施されるたんの吸引等の

業務を除く。）を行うものではないこと。

④ 訪問看護サービス行う看護師等

イ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所における保

健師、看護師又は准看護師（以下この号において「看護職員」

という。）の員数については常勤換算方法で二・五人以上と

しているが、これについては職員の支援体制等を考慮した最

小限の員数として定められたものであり、サービス利用の状

況や利用者数及び業務量を考慮し適切な員数の人員を確保す

ること。

ロ 勤務日及び勤務時間が不定期な看護職員についての勤務延

時間数の算定については、次のとおりの取扱いとする。

ａ 勤務日及び勤務時間が不定期な看護職員によるサービス

提供の実績がある事業所における、勤務日及び勤務時間が

不定期な看護職員一人当たりの勤務時間数は、当該事業所

の勤務日及び勤務時間が不定期な看護職員の前年度の週当

たりの平均稼働時間（サービス提供時間及び移動時間をい

う。）とすること。

ｂ 勤務日及び勤務時間が不定期な看護職員によるサービス

提供の実績がない事業所又は極めて短期の実績しかない等

のためａの方法によって勤務延時間数の算定を行うことが

適当でないと認められる事業所については、当該勤務日及

び勤務時間が不定期な看護職員が確実に勤務できるものと

して勤務表に明記されている時間のみを勤務延時間数に算

入すること。なお、この場合においても、勤務表上の勤務

延時間数は、サービス提供の実態に即したものでなければ

ならないため、勤務表上の勤務時間と実態が乖離している
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と認められる場合には、勤務表上の勤務時間の適正化の指

導の対象となるものであること。

ハ サテライト拠点があるときは、常勤換算を行う際の看護職

員の勤務延時間数に、当該サテライト拠点における勤務延時

間数も含めるものとする。

ニ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の看護職員

が、オペレーターとして従事するとき及び定期巡回・随時対

応型訪問介護看護計画作成等において必要なアセスメントの

ための訪問を行うときの勤務時間については、常勤換算を行

う際の訪問看護サービスの看護職員の勤務時間として算入し

て差し支えないこと。ただし、③のロにより訪問介護員等と

して定期巡回サービス及び随時訪問サービスを行うときの勤

務時間については、当該常勤換算を行う際に算入することは

できないものであること（当該勤務時間と訪問看護サービス

を行う勤務時間を合算した時間数が、常勤の職員が勤務すべ

き勤務時間数となる場合は、当該看護職員を常勤職員として

取扱うこと。）。

ホ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪問

看護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護の事業と指定訪問看護の事業が同じ事業

所で一体的に運営されている場合は、常勤換算方法で二・五

以上配置されていることで、双方の基準を満たすこと。なお、

これに加えて指定複合型サービス事業者の指定を併せて受け、

一体的に運営する場合は、さらに常勤換算方法で二・五以上

の看護職員の配置が必要であることに留意すること。

ヘ 訪問看護サービスを行う看護職員のうち、一人以上は常勤

の保健師又は看護師でなければならない。

ト 訪問看護サービスを行う看護職員は、オペレーターや随時

訪問サービスを行う訪問介護員等のように、常時の配置を求

めてはいないが、利用者の看護ニーズに適切に対応するため、

常時、当該看護職員のうち一人以上の者との連絡体制を確保

しなければならないこと。

チ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士については、実情に

応じた適当数を配置する（配置しないことも可能である。）

こと。
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⑤ 計画作成責任者

計画作成責任者は①から④までに掲げる定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者のうち、看護師、介護福祉士、医師、保

健師、准看護師、社会福祉士又は介護支援専門員から一人以上

を選任しなければならないこととしており、オペレーターの要

件として認められているサービス提供責任者として三年以上従

事した者については当該資格等を有しない場合、計画作成責任

者としては認められないことに留意すること。なお、利用者数

及び業務量を考慮し適切な員数の人員を確保するものとする。

⑵ 管理者（基準第三条の五）

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の管理者は常勤

であり、かつ、原則として専ら当該事業所の管理業務に従事する

ものとする。ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業

務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができるものとす

る。なお、管理者はオペレーター、定期巡回サービスを行う訪問

介護員等、随時訪問サービスを行う訪問介護員等又は訪問看護サ

ービス行う看護師等である必要はないものである。

① 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所のオペレ

ーター、定期巡回サービスを行う訪問介護員等、随時訪問サー

ビスを行う訪問介護員等又は訪問看護サービス行う看護師等の

職務に従事する場合

② 当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定訪

問介護事業者、指定訪問看護事業者又は指定夜間対応型訪問介

護事業者の指定を併せて受け、同一の事業所においてそれぞれ

の事業が一体的に運営されている場合の、当該指定訪問介護事

業所、指定訪問看護事業所又は指定夜間対応型訪問介護事業所

の職務に従事する場合

③ 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事

業所の管理業務に支障がないと認められる範囲内に他の事業所、

施設等がある場合に、当該他の事業所、施設等の管理者又は従

事者としての職務に従事する場合（この場合の他の事業所、施

設等の事業の内容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数

が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入所施設

において入所者に対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼

務する場合などは、管理業務に支障があると考えられる。ただ
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し、施設等における勤務時間が極めて限られている職員である

場合等、個別に判断の上、例外的に認める場合があっても差し

支えない。）

３ 設備等に関する基準(基準第三条の六)

⑴ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所には、事業の運

営を行うために必要な面積を有する専用の事務室を設けることが

望ましいが、間仕切りする等他の事業の用に供するものと明確に

区分される場合は、他の事業と同一の事務室であっても差し支え

ない。なお、この場合に、区分がされていなくても業務に支障が

ないときは、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業を行

うための区画が明確に特定されていれば足りるものとする。また、

当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が健康保険法

による指定訪問看護の指定を受けている場合には当該事務室を共

用することは差し支えない。

⑵ 事務室又は区画については、利用申込の受付、相談等に対応す

るのに適切なスペースを確保するものとする。

⑶ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護に必要な設備及び備品等を確保する

ものとする。特に、手指を洗浄するための設備等感染症予防に必

要な設備等に配慮すること。ただし、他の事業所、施設等と同一

敷地内にある場合であって、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護の事業又は当該他の事業所、施設等の運営に支障がない場合

は、当該他の事業所、施設等に備え付けられた設備及び備品等を

使用することができるものとする。なお、事務室・区画、又は設

備及び備品等については、必ずしも事業者が所有している必要は

なく、貸与を受けているものであっても差し支えない。

⑷ 利用者からの通報を受けるための機器については、必ずしも当

該事業所に設置され固定されている必要はなく、地域を巡回する

オペレーターが携帯することもできること。また、利用者の心身

の状況等の情報を蓄積し、利用者からの通報を受けた際に瞬時に

それらの情報が把握できるものでなければならないが、通報を受

信する機器と、利用者の心身の情報を蓄積する機器は同一の機器

でなくても差し支えないこと。したがって、通報を受ける機器と

しては、携帯電話等であっても差し支えないこと。

⑸ 利用者の心身の状況等の情報を蓄積する機器等については、事
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業所・事業者内のネットワークや情報セキュリティに十分に配慮

した上で、インターネットを利用したクラウドコンピューティン

グ等の技術を活用し、オペレーターが所有する端末から常時利用

者の情報にアクセスできる体制が確保されていれば、必ずしも当

該事業所において機器等を保有する必要はない。また、常時利用

者の情報にアクセスできる体制とは、こうした情報通信技術の活

用のみに限らず、例えば、オペレーターが所有する紙媒体での利

用者のケース記録等が、日々の申し送り等により随時更新され当

該事業所において一元的に管理されていること等も含まれるもの

である。

⑹ 利用者に配布するケアコール端末は、利用者が援助を必要とす

る状態となったときにボタンを押すなどにより、簡単にオペレー

ターに通報できるものでなければならない。ただし、利用者の心

身の状況によって、一般の家庭用電話や携帯電話でも随時の通報

を適切に行うことが可能と認められる場合は、利用者に対し携帯

電話等を配布すること又はケアコール端末を配布せず、利用者所

有の家庭用電話や携帯電話により随時の通報を行わせることも差

し支えないものである。

⑺ 利用者に配布するケアコール端末等については、オペレーター

に対する発信機能のみならず、オペレーターからの通報を受診す

る機能を有するものや、テレビ電話等の利用者とオペレーターが

画面上でお互いの状況を確認し合いながら対話できるもの等を活

用し、利用者の在宅生活の安心感の向上に資するものであること

が望ましい。

⑻ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が指定夜間対応

型訪問介護事業者の指定を併せて受け、同一の事業所においてこ

れらの事業が一体的に運営されている場合は、随時対応サービス

の提供に必要となる設備を双方の事業で共用することができるも

のである。

４ 運営に関する基準

⑴ 内容及び手続の説明及び同意

① 基準第三条の七は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、利用者に対し適切な指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護を提供するため、その提供の開始に際し、あらかじめ、

利用申込者又はその家族に対し、当該指定定期巡回・随時対応
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型訪問介護看護事業所の運営規程の概要、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処

理の体制等の利用申込者がサービスを選択するために必要な重

要事項について、わかりやすい説明書やパンフレット等（当該

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が、他の介護保

険に関する事業を併せて実施している場合、当該パンフレット

等について、一体的に作成することは差し支えないものとす

る。）の文書を交付して懇切丁寧に説明を行い、当該事業所か

ら指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を受けること

につき同意を得なければならないこととしたものである。なお、

当該同意については、書面によって確認することが適当である。

② 特に、連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所

における指定訪問看護事業所との連携の内容や、他の指定訪問

介護事業所又は指定夜間対応型訪問介護事業所に事業の一部委

託を行う場合の当該委託業務の内容、他の指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所と一体的に随時対応サービスを行う

場合の事業所間の連携の内容等について十分な説明を行わなけ

ればならないこと。

⑵ 提供拒否の禁止

基準第三条の八は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、原則として、利用申込に対しては応じなければならない

ことを規定したものであり、特に、要介護度や所得の多寡を理由

にサービスの提供を拒否することを禁止するものである。提供を

拒むことのできる正当な理由がある場合とは、①当該事業所の現

員からは利用申込に応じきれない場合、②利用申込者の居住地が

当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合、その他利用申

込者に対し自ら適切な指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を

提供することが困難な場合である。

⑶ サービス提供困難時の対応

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、正当な理由

により、利用申込者に対し自ら適切な指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護を提供することが困難であると認めた場合には、基

準第三条の九の規定により、当該利用申込者に係る居宅介護支援

事業者への連絡、適当な他の指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければ
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ならないものである。

⑷ 受給資格等の確認

① 基準第三条の十第一項は、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の利用に係る費用につき保険給付を受けることができる

のは、要介護認定を受けている被保険者に限られるものである

ことを踏まえ、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供の開始に際

し、利用者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要

介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめなければな

らないことを規定したものである。

② 基準第三条の十第二項は、利用者の被保険者証に、指定地域

密着型サービスの適切かつ有効な利用等に関し当該被保険者が

留意すべき事項に係る認定審査会意見が記載されているときは、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、これに配慮

して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供するように

努めるべきことを規定したものである。

⑸ 要介護認定の申請に係る援助

① 基準第三条の十一第一項は、要介護認定の申請がなされてい

れば、要介護認定の効力が申請時に遡ることにより、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護の利用に係る費用が保険給付の

対象となり得ることを踏まえ、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者は、利用申込者が要介護認定を受けていないこ

とを確認した場合には、要介護認定の申請が既に行われている

かどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申

込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な

援助を行わなければならないことを規定したものである。

② 基準第三条の十一第二項は、要介護認定の有効期間が原則と

して六か月ごとに終了し、継続して保険給付を受けるためには

要介護更新認定を受ける必要があること及び当該認定が申請の

日から三十日以内に行われることとされていることを踏まえ、

指定定期巡回随時・対応型訪問介護看護事業者は、居宅介護支

援（これに相当するサービスを含む。）が利用者に対して行わ

れていない等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定

の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定

の有効期間が終了する三十日前にはなされるよう、必要な援助
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を行わなければならないことを規定したものである。

⑹ 指定居宅介護支援事業者等との連携

基準第三条の十三第一項は、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護は、利用者の在宅生活の継続のための総合的な支援を、日

々の定期巡回サービス等の実施により継続的に把握される利用者

の心身の状況に応じて柔軟に行うサービスであることから、その

他の介護保険サービスの利用を含めた利用者の地域での生活全般

のマネジメントを行う指定居宅介護支援事業者との連携を密にし

ておかなければならないこととしたものである。

また、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、医療が必要

とされる場合があることから、医療が円滑に提供できるよう、常

に保健医療サービス等を提供する者との連携の確保に努めなけれ

ばならないことを規定したものである。

⑺ 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助

基準第三条の十四は、介護保険法施行規則（平成十一年厚生省

令第三十六号。以下「施行規則」という。）第六十五条の四第一

項第一号イ又はロに該当する利用者は、指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護の提供を法定代理受領サービスとして受けること

ができることを踏まえ、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業者は、同項第一号イ又はロにも該当しない利用申込者又はそ

の家族に対し、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を

法定代理受領サービスとして受けるための要件の説明、居宅介護

支援事業者に関する情報提供その他の法定代理受領サービスを行

うために必要な援助を行わなければならないことを規定したもの

である。

⑻ 居宅サービス計画に沿ったサービスの提供

基準第三条の十五は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

は、居宅サービス計画（法第八条第二十三項に規定する居宅サー

ビス計画をいう。以下同じ。）に沿って提供されなければならな

いことを規定したものである。指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護は、定期巡回サービス、随時対応サービス、随時訪問サー

ビス及び訪問看護サービスを利用者の心身の状況に応じて、柔軟

に提供するものであり、随時の訪問を行う場合や、定期巡回サー

ビスの訪問時間帯又は内容等の変更を行った場合は、当該利用者

を担当する介護支援専門員に対し適宜報告を行う等、基準第三条
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の十三の趣旨を踏まえて適切な連携を図るものとする。

⑼ 居宅サービス計画等の変更の援助

基準第三条の十六は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

を法定代理受領サービスとして提供するためには当該指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護が居宅サービス計画に位置付けられ

ている必要があることを踏まえ、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者は、利用者が居宅サービス計画の変更を希望する

場合（利用者の状態の変化等により追加的なサービスが必要とな

り、当該サービスを法定代理受領サービスとして行う等のために

居宅サービス計画の変更が必要となった場合で、指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業者からの当該変更の必要性の説明に

対し利用者が同意する場合を含む。）は、当該利用者に係る指定

居宅介護支援事業者への連絡、サービスを追加する場合に当該サ

ービスを法定代理受領サービスとして利用する場合には支給限度

額の範囲内で居宅サービス計画を変更する必要がある旨の説明そ

の他の必要な援助を行わなければならないことを規定したもので

ある。

⑽ 身分を証する書類の携行

基準第三条の十七は、利用者が安心して指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の提供を受けられるよう、指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業者は、当該指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者に

身分を明らかにする証書や名札等を携行させ、面接時、初回訪問

時及び利用者又はその家族から求められたときは、これを提示す

べき旨を指導しなければならないことを規定したものである。こ

の証書等には、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所の名称、当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の氏名

を記載するものとし、当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者の写真の貼付や職能の記載を行うことが望ましい。

⑾ サービスの提供の記録

① 基準第三条の十八第一項は、利用者及びサービス事業者が、

その時点での区分支給限度基準額との関係やサービスの利用状

況を把握できるようにするために、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護を提供した際には、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護
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看護の提供日、サービス内容（例えば定期巡回サービス及び随

時訪問サービスの別）、保険給付の額その他必要な事項を、利

用者の居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載し

なければならないことを規定したものである。

② 同条第二項は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

の提供日、提供した具体的なサービスの内容、利用者の心身の

状況その他必要な事項を記録するとともに、サービス事業者間

の密接な連携等を図るため、利用者からの申出があった場合に

は、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に

対して提供しなければならないこととしたものである。また、

「その他適切な方法」とは、例えば、利用者の用意する手帳等

に記載するなどの方法である。なお、提供した具体的なサービ

スの内容等の記録は、基準第三条の四十第二項の規定に基づき、

二年間保存しなければならない。

⑿ 利用料等の受領

① 基準第三条の十九第一項は、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者は、法定代理受領サービスとして提供される指

定定期巡回・随時対応型訪問介護看護についての利用者負担と

して、地域密着型介護サービス費用基準額の一割（法第五十条

又は第六十九条第三項の規定の適用により保険給付の率が九割

でない場合については、それに応じた割合）の支払を受けなけ

ればならないことを規定したものである。

② 基準第三条の十九第二項は、利用者間の公平及び利用者の保

護の観点から、法定代理受領サービスでない指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護を提供した際に、その利用者から支払を

受ける利用料の額と、法定代理受領サービスである指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護に係る費用の額の間に、一方の管

理経費の他方への転嫁等による不合理な差額を設けてはならな

いこととしたものである。なお、そもそも介護保険給付の対象

となる指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービスと明

確に区分されるサービスについては、次のような方法により別

の料金設定をして差し支えない。

イ 利用者に、当該事業が指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護の事業とは別事業であり、当該サービスが介護保険給付

の対象とならないサービスであることを説明し、理解を得る
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こと。

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所の運営規程とは別に定められ

ていること。

ハ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業の会計と区

分していること。

③ 基準第三条の十九第三項は、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の

提供に関して、前二項の利用料のほかに、利用者の選定により

通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において指定定期巡回

・随時対応型訪問介護看護を行う場合の交通費（移動に要する

費用）の支払を利用者から受けることができることとし、保険

給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいま

いな名目による費用の支払を受けることは認めないこととした

ものである。

④ 基準第三条の十九第四項は、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者は、前項の交通費の支払を受けるに当たっては、

あらかじめ、利用者又はその家族に対してその額等に関して説

明を行い、利用者の同意を得なければならないこととしたもの

である。

⑤ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、基準第三

条の十九第一項から第三項までの利用料等を徴収することは認

められるが、利用者へ配布するケアコール端末に係る設置料、

リース料、保守料等の費用の徴収は認められないものである。

なお、利用者宅から事業所への通報に係る通信料（電話料金）

については、利用者が負担すべきものである。

⒀ 保険給付の請求のための証明書の交付

基準第三条の二十は、利用者が市町村に対する保険給付の請求

を容易に行えるよう、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事

業者は、法定代理受領サービスでない指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護に係る利用料の支払を受けた場合は、提供した指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容、費用の額その他利用

者が保険給付を請求する上で必要と認められる事項を記載したサ

ービス提供証明書を利用者に対して交付しなければならないこと

を規定したものである。
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⒁ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基本的取扱方針及び

具体的取扱方針

基準第三条の二十一及び第三条の二十二における指定定期巡回

・随時対応型訪問介護看護の取扱方針について、特に留意すべき

ことは、次のとおりである。

① 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供については、

目標達成の度合い及びその効果等や利用者及びその家族の満足

度等について常に評価を行うとともに、定期巡回・随時対応型

訪問介護看護計画の修正を行うなど、その改善を図らなければ

ならないものであること。

② 自己評価は、各事業所が、自ら提供するサービスを評価・点

検することにより、サービスの改善及び質の向上を目的として

実施するものであり、事業所の開設から概ね六か月を経過した

後に実施するものである。自己評価結果の公表については、利

用者並びに利用者の家族へ提供するほか、事業所内の外部の者

にも確認しやすい場所に掲示する方法や、市町村窓口、地域包

括支援センターに置いておく方法、インターネットを活用する

方法等が適当である。

③ 外部評価については、現在指定小規模多機能型居宅介護事業

所及び指定認知症対応型共同生活介護事業所において実施され

ている外部評価と同様に、都道府県が指定する外部評価機関が、

事業所が行った自己評価結果に基づき、第三者の観点から、サ

ービスの評価を行うことを想定しており、自己評価を行った後、

事業所の開設後一年以内に実施することとする。外部評価結果

の公表については、事業所内で自己評価結果の公表と同様の扱

いのほか、外部評価機関がＷＡＭ－ＮＥＴ上に公表する等が適

当である。

④ なお、自己評価及び外部評価の評価項目、その他必要な事項

については、本サービスに係る情報公表制度に関する事項との

整合性を図る観点から、追って通知することとしており、当該

通知が発出されるまでの間の外部評価の実施については省略す

ることも差し支えない。

⑤ 随時訪問サービスを適切に提供するため、定期巡回サービス

の提供や看護職員の行うアセスメント等により、利用者の心身

の状況等の把握に努めるとともに、利用者とのコミュニケーシ
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ョンを図り、利用者が通報を行い易い環境づくりに努めるべき

ものであること。

⑥ 訪問看護サービスの提供に当たっては、利用者の心身の状態

を踏まえて、妥当適切に行うとともにその生活の質の確保を図

るよう、主治医との密接な連携のもとに定期巡回・随時対応型

訪問介護看護計画に沿って行うこと。

⑦ 訪問看護サービスの提供に当たっては、利用者の健康状態と

経過、看護の目標や内容、具体的な方法その他療養上必要な事

項について利用者及びその家族に理解しやすいよう指導又は説

明を行うとともに、医学の立場を堅持し、広く一般に認められ

ていない看護等については行ってはならないこと。

⑧ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、

介護技術や医学の進歩に対応した適切なサービスが提供できる

よう、常に新しい技術を習得する等、研鑽を行うべきものであ

ること。

⑨ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者か

ら合鍵を預かる場合には、従業者であっても容易に持ち出すこ

とができないよう厳重な管理を行い、利用者に安心感を与える

ものとすること。

⒂ 主治医との関係

① 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の常勤看護師

等は、指示書に基づき訪問看護サービスが行われるよう、主治

医との連絡調整、訪問看護サービスの提供を行う看護師等の監

督等必要な管理を行わなければならないこと。なお、主治医と

は、利用申込者の選定により加療している医師をいい、主治医

以外の複数の医師から指示書の交付を受けることはできないも

のであること。

② 基準第三条の二十三第二項は、訪問看護サービスの利用対象

者は、その主治医が訪問看護サービスの必要性を認めたものに

限られるものであることを踏まえ、指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者は、訪問看護サービスの提供の開始に際し

ては、利用者の主治医が発行する訪問看護サービスに係る指示

の文書（以下この号において「指示書」という。）の交付を受

けなければならないこととしたものであること。

③ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、主治医と
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連携を図り、適切な訪問看護サービスを提供するため、定期巡

回・随時対応型訪問介護看護計画（訪問看護サービスの利用者

に係るものに限る。）及び訪問看護報告書を主治医に提出しな

ければならないこと。

④ 訪問看護サービスの提供に当たっては、特に医療施設内の場

合と異なり、看護師等が単独で行うことに十分留意するととも

に慎重な状況判断等が要求されることを踏まえ、主治医との密

接かつ適切な連携を図ること。

⑤ 保険医療機関が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者である場合には、主治医の指示は診療録に記載されるもので

差し支えないこと。また、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

計画及び訪問看護報告書についても看護記録等の診療記録に記

載されるもので差し支えないこと。

⒃ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成

① 基準第三条の二十四第一項は、計画作成責任者は、定期巡回

・随時対応型訪問介護看護計画を作成しなければならないこと

を規定したものである。定期巡回・随時対応型訪問介護看護計

画の作成に当たっては、利用者の心身の状況を把握・分析し、

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供によって解決す

べき問題状況を明らかにし（アセスメント）、これに基づき、

援助の方向性や目標を明確にし、担当する定期巡回・随時対応

型訪問介護看護従業者の氏名、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者が提供するサービスの具体的内容、所要時間、日程

等を明らかにするものとする。なお、定期巡回・随時対応型訪

問介護看護計画の様式については、事業所ごとに定めるもので

差し支えない。

② 基準第三条の二十四第二項は、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護計画は、居宅サービス計画に沿って作成されなければな

らないこととしたものである。ただし、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護は、日々の定期巡回サービスの提供や看護職

員によるアセスメントにより把握した利用者の心身の状況に応

じた柔軟な対応が求められることから、居宅サービス計画に位

置付けられたサービス提供の日時にかかわらず、居宅サービス

計画の内容を踏まえた上で計画作成責任者が指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護を提供する日時及びサービスの具体的内
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容を定めることができることとしたものである。この場合にお

いて、利用者を担当する介護支援専門員に対しては、適宜、定

期巡回・随時対応型訪問介護看護計画を報告し、緊密な連携を

図ること。なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作

成後に居宅サービス計画が作成された場合は、当該定期巡回・

随時対応型訪問介護看護計画が居宅サービス計画に沿ったもの

であるか確認し、必要に応じて変更するものとする。

③ 基準第三条の二十四第三項は、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護は、介護と看護が一体的に提供されるべきものであ

ることから、医師の指示に基づく訪問看護サービスの利用者は

もとより、訪問看護サービスを利用しない者であっても、保健

師、看護師又は准看護師による定期的なアセスメント及びモニ

タリングを行わなければならないこととしたものである。ここ

でいう「定期的に」とは、概ね一月に一回程度行われることが

望ましいが、当該アセスメント及びモニタリングを担当する保

健師、看護師又は准看護師の意見や、日々の指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供により把握された利用者の心身の

状況等を踏まえ、適切な頻度で実施するものとする。なお、訪

問看護サービスの利用者に対する定期的なアセスメント及びモ

ニタリングについては、日々の訪問看護サービス提供時に併せ

て行うことで足りるものである。

なお、アセスメント及びモニタリングを担当する保健師、看

護師又は准看護師については、定期巡回・随時対応型訪問介護

看護従業者であることが望ましいが、当該指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業者が実施する他の事業に従事する保健

師、看護師又は准看護師により行われることも差し支えない。

この場合において、当該保健師、看護師又は准看護師は、計画

作成責任者から必要な情報を得た上で、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の趣旨を踏まえたアセスメント及びモニタリ

ングを行う必要があることから、在宅の者に対する介護又は看

護サービスに従事した経験を有する等、要介護高齢者の在宅生

活に関する十分な知見を有している者であって、当該指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の所在地の日常生活圏域

内で他の事業に従事している等、利用者の当該地域における生

活の課題を十分に把握できる者でなければならない。また、当
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該アセスメント及びモニタリングに従事した時間については当

該他の事業における勤務時間とはみなされないことに留意する

こと。

④ 訪問看護サービスの利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問

介護看護計画についても計画作成責任者が作成することとした

ものであり、訪問看護サービスを利用しない利用者に記載すべ

き内容に加えて、利用者の希望、主治医の指示及び看護目標、

具体的なサービス内容等を記載するものである。ただし、当該

内容等の記載に当たっては、看護に関する十分な知見を有する

ことが求められることから、計画作成責任者が常勤看護師等で

ない場合は、常勤看護師等の助言、指導等の必要な管理のもと

行わなければならないこととしたものである。

⑤ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画は、利用者の日常生

活全般の状況及び希望並びに訪問看護サービスの利用に係る主

治医の指示を踏まえて作成されなければならないものであり、

サービス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障するため、

計画作成責任者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の

作成に当たっては、その内容等を十分に説明した上で利用者の

同意を得なければならないこととしたものである。したがって、

計画作成責任者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の

目標や内容等については、利用者又はその家族に、理解しやす

い方法で説明を行うとともに、その実施状況や評価についても

説明を行うものとする。なお、常勤看護師等ではない計画作成

責任者は当該計画に記載された訪問看護サービスに係る内容等

の説明に当たっては、利用者及び利用者の家族等が十分に訪問

看護サービスの内容等を理解できるよう常勤看護師等による必

要な協力を得た上で説明を行うものとする。

⑥ 基準第三条の二十四第七項は、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護計画を作成した際には、遅滞なく利用者に交付しなけれ

ばならないこととしたものである。なお、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護計画は、基準第三条の四十第二項の規定に基づ

き、二年間保存しなければならない。

⑦ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が保険医療機

関である場合は、基準第三条の二十三第四項により、主治医へ

の定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の提出は、診療記録
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への記載をもって代えることができることとされているため、

基準第三条の二十四第七項に基づく定期巡回・随時対応型訪問

介護看護計画の交付については「訪問看護計画書及び訪問看護

報告書等の取扱いについて」（平成十二年三月三十日老企第五

十五号）に定める訪問看護計画書を参考に事業所ごとに定める

ものを交付することで差し支えない。

⑧ 計画作成責任者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業

者の行うサービスが定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画に

沿って実施されているかについて把握するとともに、助言、指

導等必要な管理を行わなければならない。

⑨ 訪問看護サービスを行う看護師等（准看護師を除く。）は、

訪問看護報告書には、訪問を行った日、提供した看護内容、サ

ービス提供結果等を記載する。なお、基準第三条の二十四に規

定する報告書は、訪問の都度記載する記録とは異なり、主治医

に定期的に提出するものをいい、当該報告書の記載と先に主治

医に提出した定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画（当該計

画を基準第三条の二十三第四項において診療記録の記載をもっ

て代えた場合を含む。）の記載において重複する箇所がある場

合は、当該報告書における重複箇所の記載を省略しても差し支

えないこととする。

⑩ 常勤看護師等にあっては、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護計画に沿った実施状況を把握し、訪問看護報告書に関し、助

言、指導等必要な管理を行わなければならない。

⑪ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、主治医と

の連携を図り、適切な訪問看護サービスを提供するため、基準

第三条の二十三第三項の規定に基づき、訪問看護サービス利用

者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画及び訪問看護

報告書を定期的に主治医に提出しなければならない。

⒄ 利用者に関する市町村への通知

基準第三条の二十六は、偽りその他不正な行為によって保険給

付を受けた者及び自己の故意の犯罪行為又は重大な過失等により、

要介護状態又はその原因となった事故を生じさせるなどした者に

ついては、市町村が、法第二十二条第一項に基づく既に支払った

保険給付の徴収又は法第六十四条に基づく保険給付の制限を行う

ことができることに鑑み、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看
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護事業者が、その利用者に関し、保険給付の適正化の観点から市

町村に通知しなければならない事由を列記したものである。

⒅ 緊急時等の対応

基準第三条の二十七は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従

業者が現に指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を行っ

ているときに利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合

は、当該定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者が看護職員で

ある場合は必要な臨時応急の手当てを行うとともに運営規程に定

められた緊急時の対応方法に基づき速やかに主治の医師への連絡

を行う等の必要な措置を講じなければならないことを規定したも

のである。

⒆ 管理者等の責務

基準第三条の二十八は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の管理者と計画作成責任者の役割分担について規定した

ものであり、管理者は、従業者及び業務の一元的管理並びに従業

者に基準第一章の二第四節(運営に関する基準)を遵守させるため

の指揮命令を、計画作成責任者は、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の利用の申込みに係る調整及びサービスの内容の管理

を行うこととしたものである。

⒇ 運営規程

基準第三条の二十九は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護の事業の適正な運営及び利用者に対する適切な指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護の提供を確保するため、同条第一号から

第八号までに掲げる事項を内容とする規程を定めることを指定定

期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに義務づけたもので

あるが、特に次の点に留意するものとする。なお、同一事業者が

同一敷地内にある事業所において、複数のサービス種類について

事業者指定を受け、それらの事業を一体的に行う場合においては、

運営規程を一体的に作成することも差し支えない（この点につい

ては他のサービス種類についても同様とする。)。

① 営業日及び営業時間（第三号）

営業日は三百六十五日と、営業時間は二十四時間と記載する

こと。

② 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容（第四号）

「指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の内容」とは、定
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期巡回サービス、随時対応サービス、随時訪問サービス及び訪

問看護サービスの内容を指すものであること。

③ 利用料その他の費用の額（第四号）

「利用料」としては、法定代理受領サービスである指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護に係る利用料（一割負担）及び

法定代理受領サービスでない指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護の利用料を、「その他の費用の額」としては、基準第三

条の十九第三項により徴収が認められている交通費の額及び必

要に応じてその他のサービスに係る費用の額を規定するもので

あること（以下、他のサービス種類についても同趣旨）。

④ 通常の事業の実施地域（第五号）

通常の事業の実施地域は、客観的にその区域が特定されるも

のとすること。なお、通常の事業の実施地域は、利用申込に係

る調整等の観点からの目安であり、当該地域を越えてサービス

が行われることを妨げるものではないものであること。また、

通常の事業の実施地域については、事業者が任意に定めるもの

であるが、指定地域密着型サービスである指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護については、市町村が定める日常生活圏域

内は、少なくとも通常の事業の実施地域に含めることが適当で

あること。さらに、事業所所在地の市町村の同意を得て事業所

所在地以外の他の市町村から指定を受けた場合には、当該他の

市町村の一部の日常生活圏域を事業の実施地域の範囲に加える

こともあること（以下、基準第十四条第五号、第五十四条第六

号、第八十一条第六号及び第百八十二条についても同趣旨）。

(21) 勤務体制の確保等

基準第三条の三十は、利用者に対する適切な指定定期巡回・随

時対応型訪問介護看護の提供を確保するため、職員の勤務体制等

について規定したものであるが、次の点に留意する必要がある。

① 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごとに、原則

として月ごとの勤務表を作成し、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護従業者については、日々の勤務時間、職務の内容、常勤

・非常勤の別、管理者との兼務関係等を明確にすること。

② 基準第三条の三十第二項本文は、当該指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者によって指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供
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するべきことを規定したものであるが、指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者とは、雇用契約、労働者派遣事業の適正な運営の確保及

び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（昭和六十年法

律第八十八号。以下「労働者派遣法」という。）に規定する労

働者派遣契約その他の契約により、当該事業所の管理者の指揮

命令下にある訪問介護員等を指すものであること。なお、訪問

看護サービスに従事する看護師等又は社会福祉士及び介護福祉

士法の規定に基づき、同法施行規則（昭和六十一年厚生省令第

四十九号）第一条各号に規定する口腔内の喀痰吸引その他の行

為を業として行う訪問介護員等については、労働者派遣法に基

づく派遣労働者（同法に規定する紹介予定派遣又は同法第四十

条の二第一項第三号又は第四号に該当する場合を除く。）であ

ってはならないこと。

③ 基準第三条の三十第二項但書は、当該指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護

従業者によって指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供

するべきであるが、地域の実情に応じて、既存の地域資源・地

域の人材を活用しながら、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護の実施を可能とする観点から、地域の指定訪問介護事業所

又は指定夜間対応型訪問介護事業所に対して、定期巡回サービ

ス、随時対応サービス及び随時訪問サービスの事業の一部を委

託することができることとしたものである。この場合において、

「事業の一部」の範囲については市町村長が判断することとな

るが、同一時間帯において、全ての利用者に対する定期巡回サ

ービス、随時対応サービス、随時訪問サービスの全てを委託し

てはならないという趣旨であることに留意すること。したがっ

て、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が定期巡回

サービス、随時対応サービス及び随時訪問サービスのいずれも

提供しない時間帯が生じることは認められないこと。なお、事

業の一部委託に当たっては契約に基づくこととし、当該契約に

おいて、当該委託業務に要する委託料並びに利用者に関する情

報の取扱い方法、委託するサービスの具体的な実施方法、事故

発生時等の責任の所在及び緊急時等の対応方法等について定め

るとともに、利用者に対して当該契約の内容についての説明を
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十分に行うこと。

（一部委託の例）

イ 利用者五十人を担当する指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所が、事業所の所在地と一定以上の距離を有する

地域に居住する利用者十人に係る定期巡回サービス、随時対

応サービス及び随時訪問サービスを当該利用者が居住する地

域に所在する指定訪問介護事業所に委託

ロ 深夜帯における随時対応サービス及び随時訪問サービスを、

指定夜間対応型訪問介護事業所に委託（指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護事業所は定期巡回サービスを実施）

④ 基準第三条の三十第三項は、午後六時から午前八時までの間

においては、随時対応サービスに限り、複数の指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所の間での一体的実施ができるこ

ととしたものである。この場合において、一体的実施ができる

範囲について市町村を越えることを妨げるものではないが、例

えば、全国展開している法人の本部で、全国の利用者からの通

報を受け付けるような業務形態は、随時対応サービスが単なる

通報受け付けサービスではなく、利用者の心身の状況に応じて

必要な対応を行うものであるという観点から認められないもの

である。なお、一体的実施に当たっては同一法人の事業所間に

限らず、別法人の事業所間でも認められるものであるが、この

場合、契約に基づくこととし、当該契約において、当該業務に

要する委託料及び当該委託業務に要する委託料並びに利用者に

関する情報の取扱い方法、随時訪問サービスの具体的な実施方

法、事故発生時等の責任の所在及び緊急時等の対応方法等につ

いて定めるとともに、利用者に対して当該契約の内容について

の説明を十分に行うこと。なお随時対応サービスの一体的実施

により、随時対応サービスを行わない指定定期巡回・随時対応

型訪問介護看護事業所は、当該時間帯における定期巡回サービ

ス、随時訪問サービス及び訪問看護サービスについては、実施

しなければならないこと。

⑤ 基準第三条の三十第四項は、当該指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業所の従業者たる訪問介護員等の質の向上を図

るため、研修機関が実施する研修や当該事業所内の研修への参

加の機会を計画的に確保することとしたものであること。
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(22) 衛生管理等

基準第三条の三十一は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の清潔の

保持及び健康状態の管理並びに指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業所の設備及び備品等の衛生的な管理に努めるべきこと

を規定したものである。特に、指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者が感

染源となることを予防し、また定期巡回・随時対応型訪問介護看

護従業者を感染の危険から守るため、使い捨ての手袋等感染を予

防するための備品等を備えるなど対策を講じる必要がある。

(23) 秘密保持等

① 基準第三条の三十三第一項は、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者

その他の従業者に、その業務上知り得た利用者又はその家族の

秘密の保持を義務づけたものである。

② 同条第二項は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者に対して、過去に当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者その他の

従業者であった者が、その業務上知り得た利用者又はその家族

の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を取ることを義務づ

けたものであり、具体的には、指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業者は、当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者その他の

従業者が、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保

持すべき旨を、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者その

他の従業者との雇用時等に取り決め、例えば違約金についての

定めを置くなどの措置を講ずべきこととするものである。

③ 同条第三項は、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者が

サービス担当者会議等において、課題分析情報等を通じて利用

者の有する問題点や解決すべき課題等の個人情報を、介護支援

専門員や他のサービスの担当者と共有するためには、指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、あらかじめ、文書に

より利用者又はその家族から同意を得る必要があることを規定

したものであるが、この同意は、サービス提供開始時に利用者

及びその家族から包括的な同意を得ておくことで足りるもので
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ある。

(24) 指定居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止

基準第三条の三十五は、居宅介護支援の公正中立性を確保する

ために、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定

居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定

の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品そ

の他の財産上の利益を供与してはならないこととしたものである。

(25) 苦情処理

① 基準第三条の三十六第一項にいう「必要な措置」とは、具体

的には、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該事業所にお

ける苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかに

し、利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明する文書

に苦情に対する対応の内容についても併せて記載するとともに、

事業所に掲示すること等である。

② 同条第二項は、利用者及びその家族からの苦情に対し、指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が組織として迅速か

つ適切に対応するため、当該苦情（指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護事業者が提供したサービスとは関係のないものを

除く。）の受付日、その内容等を記録することを義務づけたも

のである。また、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

者は、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であ

るとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上

に向けた取組を行うことが必要である。なお、基準第三条の四

十条第二項の規定に基づき、苦情の内容等の記録は、二年間保

存しなければならない。

③ 同条第三項は、介護保険法上、苦情処理に関する業務を行う

ことが位置付けられている国民健康保険団体連合会のみならず、

住民に最も身近な行政庁であり、かつ、保険者である市町村が、

サービスに関する苦情に対応する必要が生ずることから、市町

村についても国民健康保険団体連合会と同様に、指定定期巡回

・随時対応型訪問介護看護事業者に対する苦情に関する調査や

指導、助言を行えることを運営基準上、明確にしたものである。

(26) 地域との連携等

① 基準第三条の三十七第一項に定める介護・医療連携推進会議

は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、利用者、
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地域の医療関係者、市町村職員、地域住民の代表者等に対し、

提供しているサービス内容等を明らかにすることにより、地域

に開かれたサービスとすることで、サービスの質の確保を図る

こと及び当該会議において、地域における介護及び医療に関す

る課題について関係者が情報共有を行い、介護と医療の連携を

図ることを目的として設置するものであり、各事業所が自ら設

置すべきものである。この介護・医療連携推進会議は、事業所

の指定申請時には、既に設置されているか、確実な設置が見込

まれることが必要となるものである。また、地域住民の代表者

とは、町内会役員、民生委員、老人クラブの代表等が、地域の

医療関係者とは、地方医師会の医師等、地域の医療機関の医師

や医療ソーシャルワーカー等が考えられる。

② 介護・医療連携推進会議における報告等の記録は、基準第三

条の四十第二項の規定に基づき、二年間保存しなければならな

い。

③ 基準第三条の三十七第三項は、基準第三条第二項の趣旨に基

づき、介護相談員を派遣する事業を積極的に受け入れる等、市

町村との密接な連携に努めることを規定したものである。なお、

「市町村が実施する事業」には、介護相談員派遣事業のほか、

広く市町村が老人クラブ、婦人会その他の非営利団体や住民の

協力を得て行う事業が含まれるものである。

④ 同条第四項は、大規模な高齢者向け集合住宅と同一の建物に

所在する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が当該

集合住宅に居住する高齢者に指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護を提供する場合、いわゆる「囲い込み」による閉鎖的な

サービス提供が行われないよう、地域包括ケア推進の観点から

地域の利用者にもサービス提供を行うことに努めるよう定めた

ものである。なお、こうした趣旨を踏まえ、地域の実情に応じ

て市町村が条例等を定める場合や、地域密着型サービス運営委

員会等の意見を踏まえて指定の際に条件を付す場合において、

例えば、当該事業所の利用者のうち、一定割合以上を当該集合

住宅以外の利用者とするよう努める、あるいはしなければなら

ない等の規定を設けることは差し支えないものである。

(27) 事故発生時の対応

基準第三条の三十八は、利用者が安心して指定定期巡回・随時
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対応型訪問介護看護の提供を受けられるよう事故発生時の速やか

な対応を規定したものである。指定定期巡回・随時対応型訪問介

護看護事業者は、利用者に対する指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護の提供により事故が発生した場合には、市町村、当該利

用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に対して連

絡を行う等の必要な措置を講じるべきこととするとともに、当該

事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければ

ならないこととしたものである。また、利用者に対する指定定期

期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供により賠償すべき事故が

発生した場合には、損害賠償を速やかに行わなければならないこ

ととしたものである。なお、基準第三条の四十第二項の規定に基

づき、事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録は、

二年間保存しなければならない。このほか、以下の点に留意する

ものとする。

① 利用者に対する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提

供により事故が発生した場合の対応方法については、あらかじ

め指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が定めておく

ことが望ましいこと。

② 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、賠償すべ

き事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入

しておくか、又は賠償資力を有することが望ましいこと。

③ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、事故が生

じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じ

ること。

(28) 会計の区分

基準第三条の三十九は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看

護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所ごと

に経理を区分するとともに、指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならな

いこととしたものであるが、具体的な会計処理の方法等について

は、別に通知するところによるものであること。

(29) 記録の整備

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が保険医療機関

である場合は、基準第三条の四十により整備すべき記録のうち、

訪問看護サービス利用者に係る定期巡回・随時対応型訪問介護看
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護計画、指示書及び訪問看護報告書については、診療録及び診療

記録の保存でも差し支えない。

５ 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業

⑴ 連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の基準

連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において

は、訪問看護サービスの提供を行わず、連携指定訪問看護事業所

が行うこととなる。したがって、訪問看護サービスに係る人員、

設備及び運営基準が適用されないことを除けば、連携型指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護以外の指定定期巡回・随時対応型

訪問介護看護（以下「一体型指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護」という。）に係る基準が全て適用されることになるので、

１から４まで（訪問看護サービスの提供に係る事項を除く。）を

参照されたい。

⑵ 指定訪問看護事業者との連携（基準第三条の四十二）

① 基準第三条の四十二第一項は、連携型指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護の事業を実施する場合は、地域の指定訪問看

護事業所との連携を図ることとされており、この連携を行う指

定訪問看護事業所については、指定申請時においては地域の指

定訪問看護事業所から任意に選定することになるが、事業開始

以降、訪問看護を利用しようとする利用者が当該指定訪問看護

事業所からのサービス提供を受けることを選択しない場合は、

当該利用者が選択した指定訪問看護事業所との連携が必要とな

ることとしたものである。

② 基準第三条の四十二第二項は、連携型指定定期巡回・随時対

応型訪問介護看護事業所は、連携指定訪問看護事業所との契約

に基づき、次に掲げる事項について必要な協力をしなければな

らないこととしたものである。なお、当該連携に要する経費に

ついては、連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業

所と連携先指定訪問看護事業所との間の契約に基づく委託料と

して、両者の合意の下、適切に定めること。

イ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護計画の作成に当たって

の、看護職員によるアセスメント及びモニタリングの実施

ロ 随時対応サービスの提供に当たって、看護職員による対応

が必要と判断された場合に確実に連絡が可能な体制の確保

ハ 介護・医療連携推進会議への参加
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ニ その他必要な指導及び助言

なお、イについては、連携指定訪問看護事業所の利用者に関

しては、指定訪問看護の提供時に把握した利用者の心身の状況

について情報共有を図ることで足りるほか、連携指定訪問看護

事業所の利用者以外に関しても、連携指定訪問看護事業所の職

員が必ず行わなければならないものではなく、連携型指定定期

巡回・随時対応型訪問介護看護事業所のオペレーターとして従

事する保健師、看護師又は准看護師や、当該連携型指定定期巡

回・随時対応型訪問介護看護事業者が実施する他の事業に従事

する保健師、看護師又は准看護師により実施することも差し支

えない。この場合において、当該アセスメント及びモニタリン

グの結果については連携訪問看護事業所に情報提供を行わなけ

ればならないこと（連携型指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業者が実施する他の事業に従事する者が行う場合の取扱

いについては、４の⒃の③も併せて参照すること。）。

③ 一の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が、一体

型指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業と連携型指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業を併せて行うことは

差し支えない。この場合において、次の点に留意されたい。

イ 当該事業所における指定申請は複数必要とはならないこと

ロ 人員及び設備基準については、一体型指定定期巡回・随時

対応型訪問介護看護に係る当該基準を満たすことで、いずれ

の事業の基準も満たすこと

ハ 利用者に対し十分に説明を行った上で、いずれの事業によ

るサービス提供を受けるか選択させること

一 夜間対応型訪問介護 二 夜間対応型訪問介護

１ 基本方針 １ 基本方針

⑴ （略） ⑴ （略）

⑵ 指定夜間対応型訪問介護（基準第五条） ⑵ 指定夜間対応型訪問介護（基準第五条）

①～③ （略） ①～③ （略）

④ 指定夜間対応型訪問介護事業所が指定訪問介護事業所の指定 ④ 指定夜間対応型訪問介護事業所が指定訪問介護事業所又は指

を併せて受けることは差し支えない。 定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の指定を併せて受

⑤ オペレーションセンターは、通常の事業の実施地域内におお けることは差し支えない。

むね利用者三百人につき一か所設置しなければならないとされ

ていることから、利用者数がこれを超えることになる場合には、


